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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
金具による野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止する連結金具であって、
上面部よりそれぞれ下方に延設された前面部と後面部とを備えて、下方を開放して前記金
具を被覆可能なコ型の被覆部と、前記前面部に設けた第１の係止部と、前記後面部に設け
た第２の係止部とを備えたことを特徴とする連結金具。
【請求項２】
野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止する連結金具であって、
上面部よりそれぞれ下方に延設された前面部と後面部とを備えて、下方を開放したコ型の
被覆部と、前記前面部に設けた第１の係止部と、前記後面部に設けた第２の係止部とを備
えたことを特徴とする連結金具。
【請求項３】
前記第１の係止部は、前記野縁部材の溝部に挿入可能な一対の第１の立ち上げ部に対して
、前記各第１の立ち上げ部の先端を外側に折り曲げて形成し、前記野縁部材の縁部に係合
可能に設けられ、
前記第２の係止部は、前記野縁部材の溝部に挿入可能な一対の第２の立ち上げ部に対して
、前記各第２の立ち上げ部の先端を外側に折り曲げて形成し、前記野縁部材の縁部に係合
可能に設けられたことを特徴とする請求項１又は２に記載の連結金具。
【請求項４】
前記上面部に雌螺子部を設けたことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の連
結金具。
【請求項５】
前記第１の係止部と前記第２の係止部は前記被覆部から所定間隔を空けて設けられたもの
とすることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の連結金具。
【請求項６】
前記連結金具の上面部に弾性部材を配置したことを特徴とする請求項１～５のいずれか１
項に記載の連結金具。
【請求項７】
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前記前面部及び後面部は外側にそれぞれ延設した突設部を備え、
この突設部の両端に固定部を備えていることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に
記載の連結金具。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】連結金具
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金具による野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止する連結金
具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、天井面の落下を防止するものとして天井面の下方全面にネットを設置し、落下す
る天井面をネットによって保持するものがある（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平７－２５９３４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来の天井構造では、金具による野縁部材と野縁受部材の連結が解除されてし
まうと、野縁部材ごと天井仕上材が天井から離脱しまう虞がある、という問題点があった
。
【０００５】
　そこで、本発明は、金具による野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止す
る取付金具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１の発明は、金具による野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止す
る連結金具であって、上面部よりそれぞれ下方に延設された前面部と後面部とを備えて、
下方を開放して前記金具を被覆可能なコ型の被覆部と、前記前面部に設けた第１の係止部
と、前記後面部に設けた第２の係止部とを備えたことを特徴とする。
【０００７】
　請求項２の発明は、野縁部材と野縁受部材との連結が解除されるのを防止する連結金具
であって、上面部よりそれぞれ下方に延設された前面部と後面部とを備えて、下方を開放
したコ型の被覆部と、前記前面部に設けた第１の係止部と、前記後面部に設けた第２の係
止部とを備えたことを特徴とする。
【０００８】
　請求項３の発明は、前記第１の係止部は、前記野縁部材の溝部に挿入可能な一対の第１
の立ち上げ部に対して、前記各第１の立ち上げ部の先端を外側に折り曲げて形成し、前記
野縁部材の縁部に係合可能に設けられ、前記第２の係止部は、前記野縁部材の溝部に挿入
可能な一対の第２の立ち上げ部に対して、前記各第２の立ち上げ部の先端を外側に折り曲
げて形成し、前記野縁部材の縁部に係合可能に設けられたことを特徴とする。
【０００９】
　請求項４の発明は、前記上面部に雌螺子部を設けたことを特徴とする。
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【００１０】
　請求項５の発明は、前記第１の係止部と前記第２の係止部は前記被覆部から所定間隔を
空けて設けられたものとすることを特徴とする。
【００１１】
　請求項６の発明は、前記連結金具の上面部に弾性部材を配置したことを特徴とする。
【００１２】
　請求項７の発明は、前記前面部及び後面部は、外側にそれぞれ延設した突設部を備え、
この突設部の両端に固定部を備えていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１の発明によれば、従来周知の金具を用いた野縁部材と野縁受部材との接続箇所
においても、野縁部材と野縁受部材との接続を強固なものとして、野縁部材が野縁受部材
から離脱することを防止することができる。
【００１４】
　請求項２の発明によれば、野縁部材と野縁受部材との接続箇所においても、野縁部材と
野縁受部材との接続を強固なものとして、野縁部材が野縁受部材から離脱することを防止
することができる。
【００１５】
　請求項３の発明によれば、連結金具を野縁部材の溝部に沿ってスライド自在に保持可能
に設けることができる。
【００１６】
　請求項４の発明によれば、雌螺子部にボルトを螺合し、ボルトの軸部分が金具の上部に
当接した状態から、さらにボルトを取付方向に回転させて、連結金具を金具に対して相対
的に上昇させると、第１の係止部及び第２の係止部と野縁の縁部との係合状態が強固なも
のとなる。また、雌螺子部に、野縁受部材等にくくり付けられて係止された連結部材の雄
螺子部を螺着して、連結金具を介して各野縁部材と野縁受部材等とを連結して、地震等の
揺れによって野縁部材が野縁受部材から離脱しても、天井仕上材の落下を防止することが
できる。
【００１７】
　請求項５の発明によれば、金具と野縁の縁部とが係合しているために、野縁の溝部が広
がり難い被覆部付近をさけて、第１の係止部と第２の係止部を野縁の縁部に係合させるた
め、連結金具を野縁部材に容易に取り付けることを可能としている。
【００１８】
　請求項６の発明によれば、弾性部材の弾性復元力により連結金具を金具に対して相対的
に上昇させると、第１の係止部及び第２の係止部と野縁の縁部との係合状態が強固なもの
となり、連結金具のガタつきを防止することができる。
【００１９】
　請求項７の発明によれば、固定部と野縁部材の側面部とが固定されることで、連結金具
と野縁部材は強固に固定される。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の第１実施例における天井落下防止具を示す斜視図である。
【図２】同上、天井落下防止具の使用状態を示す断面図である。
【図３】同上、天井落下防止具の分解斜視図である。
【図４】同上、天井落下防止具の連結部の一方に天井側連結部材を装着した状態を示す斜
視図である。
【図５】同上、天井落下防止具の使用状態を示す斜視図である。
【図６】同上、天井落下防止具の使用状態を天井面の下方から見た斜視図である。
【図７】同上、天井仕上材に複数の天井落下防止具を設置した状態を示す天井面の底面図
である。
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【図８】同上、既存の天井面に対して天井落下防止具を引き上げている状態を示す断面図
である。
【図９】同上、新設の天井面に対して天井落下防止具を組み立てる状態を示す分解断面図
である。
【図１０】同上、天井構造を示す斜視図である。
【図１１】同上、野縁取付金具の斜視図である。
【図１２】同上、野縁取付金具を幅広な野縁部材に取り付けた状態を示す断面図である。
【図１３】同上、野縁取付金具を幅狭な野縁部材に取り付けた状態を示す断面図である。
【図１４】同上、幅狭型の連結金具の斜視図である。
【図１５】同上、幅狭型の連結金具の使用状態を示す斜視図である。
【図１６】同上、幅狭型の連結金具の使用状態を示す断面図である。
【図１７】同上、幅広型の連結金具の斜視図である。
【図１８】同上、幅広型の連結金具の使用状態を示す斜視図である。
【図１９】同上、幅広型の連結金具の使用状態を示す断面図である。
【図２０】同上、幅狭型の連結金具の別実施形態の使用状態を示す断面図である。
【図２１】同上、幅狭型の連結金具の別の実施形態を示す斜視図である。
【図２２】同上、幅広型の連結金具の別の実施形態を示す斜視図である。
【図２３】同上、幅狭型の連結金具の別の使用状態を示す断面図である。
【図２４】同上、幅狭型の連結金具のさらに別の使用状態を示す断面図である。
【図２５】同上、幅広型の連結金具の別の使用状態を示す断面図である。
【図２６】同上、幅狭型の連結金具のさらに別の実施形態を示す斜視図である。
【図２７】同上、幅広型の連結金具のさらに別の実施形態を示す斜視図である。
【図２８】同上、図２６に示す幅狭型の連結金具の使用形態を示す斜視図である。
【図２９】同上、図２７に示す幅広型の連結金具の使用形態を示す斜視図である。
【図３０】本発明の第２実施例における天井落下防止具の使用状態を示す断面図である。
【図３１】本発明の第３実施例における天井落下防止具の斜視図である。
【図３２】本発明の第４実施例における天井落下防止具の斜視図である。
【図３３】本発明の第５実施例における天井落下防止具における枠部の要部断面図である
。
【図３４】同上、受け部の断面図である。
【図３５】本発明の第６実施例におけるカバー部材に被覆された天井落下防止具を設置し
た状態を示す断面図である。
【図３６】同上、カバー部材が隣接した部分を示す断面図である。
【図３７】同上、天井仕上材にカバー部材に被覆された複数の天井落下防止具を設置した
状態を示す天井面の底面図である。
【図３８】同上、カバー部材に被覆された天井落下防止具の斜視図である。
【図３９】同上、天井面に対してカバー部材に被覆された天井落下防止具を引き上げてい
る状態を示す断面図である。
【図４０】本発明の第７実施例における天井落下防止具の使用状態を示す断面図である。
【図４１】同上、別の使用状態を示す断面図である。
【図４２】同上、レール部材の斜視図である。
【図４３】本発明の第８実施例における天井落下防止具の使用状態を示す断面図である。
【図４４】同上、別の使用状態を示す断面図である。
【図４５】同上、レール部材の斜視図である。
【図４６】本発明の第９実施例における天井落下防止具の使用状態を示す断面図である。
【図４７】同上、レール部材と取付金具の斜視図である。
【図４８】本発明の第１０実施例における天井構造の断面図である。
【図４９】同上、天井構造の別の実施形態を示す断面図である。
【図５０】同上、天井構造のさらに別の実施形態を示す断面図である。
【図５１】同上、天井構造のさらに別の実施形態を示す断面図である。
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【図５２】本発明の第１１実施例における天井落下防止具の使用状態を示す断面図である
。
【図５３】同上、天井構造の底面図である。
【図５４】同上、天井構造の拡大断面図である。
【図５５】同上、天井構造を別の角度から見た拡大断面図である。
【図５６】同上、連結金具を斜め前方から見た斜視図である。
【図５７】同上、連結金具を斜め後方から見た斜視図である。
【図５８】同上、連結金具の一部切欠き断面斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明における好適な実施の形態について、添付図面を参照して説明する。尚、以下に
説明する実施の形態は、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を限定するものではな
い。また、以下に説明される構成の全てが、本発明の必須要件であるとは限らない。
【実施例１】
【００２２】
　図１～図２９は本発明の実施例１を示すものであり、本実施例の天井１は、互いに間隔
をおいて平行に配設された複数の野縁部材２に、複数枚の天井仕上材３が取り付けられて
一体化されることにより、全体として天井面４を構成する吊り天井構造を有するものであ
る。
【００２３】
　ここで、本実施例の吊り天井構造の一例についての詳細な説明をすると、それぞれ長手
方向（図中、Ｘ方向）に沿って溝部としての野縁側溝部５が形成された断面略Ｃ形状の溝
形鋼からなる複数の野縁部材２と、コンクリート下地等の上部構造としての図示しない天
井スラブ６より垂設された垂設部材としての吊りボルト７に略Ｓ型形状の形鋼等からなる
公知のハンガー等の吊り下げ手段８を介して接続された断面略Ｃ形状の形鋼からなる野縁
受部材９とを、互いに直交させて一体化して天井下地材としての格子体10を形成し、野縁
部材２の下面に石膏ボード、コンパネ等の板材からなる天井仕上材３をビス等の図示しな
い固定手段によって取り付けて構成するものである。
【００２４】
　本実施例の小面積ネット多数取付天井工法に用いられる天井落下防止具11について説明
する。天井落下防止具11は、天井面４の下方に設置された網部12と、網部12を保持する枠
部13と、天井仕上材３に形成された第１の貫通部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定さ
れると共に、他方を枠部13に固定される連結部15とを有している。
【００２５】
　前記網部12は、金属製の線材を枠部13とほぼ同一形状を有する環状に形成した網部側枠
部材16と、網部側枠部材16に張設された網部材17からなる。
【００２６】
　網部材17としては、ポリエチレン製ネットやナイロン製ネットやポリエステル製ネット
等の合成樹脂製のネット、金網、綿糸製ネット等の天然素材製のネット、或いはこれらを
組み合わせたものに限らず、適宜変更可能である。
【００２７】
　また、合成樹脂製のネットとしては、難燃性を有し建築基準法や消防法等の各種法令の
基準に規定された性能に適合したポリエチレン製ネットやポリプロピレン製ネット等のい
わゆる防炎ネットとしてものとする。
【００２８】
　また、網部12の中心部分には、連結部15が挿通可能な開口部18が形成されている。
【００２９】
　前記枠部13は、金属製の線材を環状に形成した枠部側枠部材19と、枠部側枠部材19の中
心部分に設置された中空筒状部材からなる枠部側連結部材20と、枠部側枠部材19の中心部
分から放射状に設置されて、枠部側枠部材19と枠部側連結部材20とを連結する複数の直線
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状の線材からなる支持部材21と、枠部側枠部材19と枠部側連結部材20との間に設置されて
、支持部材21に固定された中間枠部材22とを有している。
【００３０】
　中間枠部材22は、金属製の線材を枠部側枠部材19と相似形状、かつ枠部側枠部材19より
小さな環状に形成され、枠部側枠部材19と同心位置に設置されたものである。
【００３１】
　連結部15は、第１の貫通部14を挿通可能な金属製の棒状部材からなる全螺子部材として
いる。よって、連結部15の一方には、第１の雄螺子部23を有するとともに、その他方に第
２の雄螺子部24を有し、その中間部分にも螺子部が形成されている。
【００３２】
　また連結部15の一方の先端部には、連結部15の軸方向から見た平面形状を長方形状とし
た角柱状の位置決め部25を備えている。この位置決め部25の側面部分には、連結部15の半
径方向に貫通して形成されて、ワイヤー部材等を挿通可能な紐通し部26を備えている。
【００３３】
　枠部13と連結部15を連結固定する構造として、枠部13の下方に設置されるとともに、連
結部15の他方が固定され、枠部13を連結部15の他方に吊下げ保持可能とする受け部27を備
えている。
【００３４】
　受け部27は、上方を開口した有底筒状の形状を有している。受け部27の平面形状は、作
業をする上で引っ掛かりの少ない形状である円形に形成されている。
【００３５】
　受け部27の底面部の中央部分には、連結部15が挿通可能な取付孔28が形成されている。
【００３６】
　受け部27上部の開口縁部分には、複数の凹部29が形成されており、受け部27の上方に枠
部13と受け部27を同心位置に設置した際、枠部13の支持部材21が受け部27の凹部29に嵌合
可能に設けられている。
【００３７】
　そして、網部12を枠部13の上部に枠部13と同心位置に設置するとともに、枠部13を受け
部27の上部に受け部27と同心位置に設置して、枠部13の支持部材21を受け部27の凹部29に
嵌合させた状態で、連結部15の第２の雄螺子部24を網部12の開口部18、枠部13の枠部側連
結部材20および受け部27の取付孔28に挿通させて、受け部27の底面部側及び枠部13の枠部
側連結部材20側の上下方向から第２の雄螺子部24に第１のナット30及び第２のナット31を
螺合させて、第１のナット30及び第２のナット31によって第２の雄螺子部24に挟持させて
、枠部13及び受け部27を連結部15の他方に固定する構造としている。
【００３８】
　ここで、連結部15の位置決め部25の平面方向における長手方向の向きは、枠部13の支持
部材21の向きに対応しており、複数の支持部材21うちの一つの向きと一致している。
【００３９】
　次に、連結部15を天井仕上材３に固定する構造について説明する。天井仕上材３の天井
落下防止具11が設置される箇所の上面には、断面略Ｃ形状の形鋼からなる横杆部材32が設
置されている。
【００４０】
　横杆部材32の底面部には、天井仕上材３の第１の貫通部14と連通する第２の貫通部33が
形成されている。
【００４１】
　そして、連結部15の第１の雄螺子部23を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通さ
せて、連結部15の第１の雄螺子部23に横杆部材32の底面部上方から第３のナット34を螺合
させて、連結部15の一方を天井仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【００４２】
　また、連結部15の一方は、第１の雄螺子部23に着脱自在に備えた天井側連結部材35と天
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井裏Ｃの天井スラブ６等とを連結する図示しない連結手段を介して連結される構造として
いる。
【００４３】
　天井側連結部材35は、金属製の円筒部材の内側に第１の雄螺子部23に螺合可能な雌螺子
部37を備えるとともに、前記円筒部材の上部に環状部38を備えている。
【００４４】
　図示しない連結手段は、ワイヤー部材からなる。そして、連結手段の一方を天井スラブ
６に取り付けられた図示しない取付金具や、その他の図示しない天井裏Ｃの天井下地材や
天井補強材等の構造体等に接続されるとともに、連結手段の他方を天井側連結部材35の環
状部38に接続されるものとする。
【００４５】
　また、本実施例の天井落下防止具11とともに天井落下防止構造を形成する構成について
説明する。
【００４６】
　野縁部材２には、長手方向（図中、Ｘ方向）と水平方向に直交する方向である短手方向
（図中、Ｙ方向）の幅Ｈ１,Ｈ２の異なる２種類の野縁部材39，40があり、幅を大きく設
定された幅広な第１の野縁部材39と、幅を小さく設定された幅狭な第２の野縁部材40があ
る。ここで、第１の野縁部材39の幅Ｈ１は、第２の野縁部材40の幅Ｈ２の約２倍の大きさ
に設定されている。
【００４７】
　野縁取付金具41は、方形状に形成されたステンレス鋼、アルミニウム等の金属製の薄板
からなる金具本体42の下部には、第１の野縁部材39の第１の野縁側溝部43の断面略Ｊ型に
折り返して形成された第１の野縁側縁部44と係合可能な第１の野縁取付部45と、第２の野
縁部材40の第２の野縁側溝部46の断面略Ｊ型に折り返して形成された第２の野縁側縁部47
と係合可能な第２の野縁取付部48と、金具本体42の中央部分に備えたナットからなる雌螺
子部49とを備えている。ここで雌螺子部49は、ナット以外にも金具本体42に形成された貫
通部50に螺子溝を螺刻したものでもよい。
【００４８】
　第１の野縁取付部45は、金具本体42の対向する一対の両端部51,51より略平行に下向き
に立ち上げられ、第１の野縁部材39の第１の野縁側溝部43に挿入可能な一対の第１の立ち
上げ部52，52と、各第１の立ち上げ部52，52の先端を互いの距離が離れるよう外側に折り
曲げて断面略Ｊ型に形成し、第１の野縁側縁部44の内面に長手方向（図中、Ｘ方向）に沿
って係合可能に設けられ、第１の野縁部材39を第１の野縁側溝部43に沿ってスライド自在
に保持する第１の係止部53が設けられている。
【００４９】
　第２の野縁取付部48には、金具本体42の第１の立ち上げ部52，52間に第１の立ち上げ部
52と略平行に下向きに立ち上げられ、且つ第１の立ち上げ部52，52間の間隔Ｍ１より幅狭
な間隔Ｍ２に形成され、第２の野縁側溝部46に挿入可能な一対の第２の立ち上げ部54,54
と、各第２の立ち上げ部54,54の先端を互いの距離が離れるよう外側に折り曲げて、第２
の野縁側縁部47の内面に長手方向（図中、Ｘ方向）に沿って係合可能に設けられ、第２の
野縁部材40を第２の野縁側溝部46に沿ってスライド自在に保持する第２の係止部55が設け
られている。
【００５０】
　ここで、各第１の立ち上げ部52，52は、金具本体42側の基端から第１の係止部53側の先
端にかけて、互い距離が近付くように傾斜して形成されており、第２の立ち上げ部54,54
についても同様に金具本体42側の基端から第２の係止部55,55側の先端にかけて、互いの
距離が近付くように傾斜して形成されている。
【００５１】
　野縁用連結部材56は、吊りボルト７用の落下防止金具や野縁受部材９等と野縁取付金具
41とを連結するものであり、ワイヤーロープからなる連結部材本体57と、連結部材本体57
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の一端に備え雌螺子部49に螺着可能なボルトからなる雄螺子部58と、連結部材本体57の他
端に備えた環状部59とを備えている。
【００５２】
　60は、野縁取付金具41上に固定され、複数の野縁部材２，39，40を連結する連結杆部材
である。
【００５３】
　連結杆部材60は、金属製の板材をＬ型に折り曲げ形成され、直交する各辺にはそれぞれ
複数の長孔状の貫通孔61を備えている。
【００５４】
　連結杆部材60は、複数の野縁部材２，39，40間において、野縁部材２，39，40と略平行
に設置された横杆部材32の天井落下防止具11の設置位置を跨いで架設されている。
【００５５】
　そして、連結杆部材60は、雄螺子部58によって貫通孔61を介して野縁取付金具41に取り
付けられることによって、野縁部材２，39，40に固定されるものである。
【００５６】
　また、天井落下防止具11の連結部15は、連結杆部材60の貫通孔61に挿通された状態で第
１の雄螺子部23側から連結部15に第４のナット60Ａが螺合されて、連結部15が連結杆部材
60に固定される。連結部15の第１の雄螺子部23には天井側連結部材35が装着される。
【００５７】
　また、62は野縁部材２，39，40と野縁受部材９を連結するクリップ金具である。クリッ
プ金具62には、鉤状に形成され野縁受部材９の上面部と側面部に当接し野縁受部材９に係
止可能な野縁受側係止部63と、野縁受側係止部63の下部を碇型に形成され、碇型部分の両
側のフック状の箇所によって野縁部材２，39，40の野縁側溝部５，43，46に係止可能な野
縁側係止部64とを備えている。
【００５８】
　65は、クリップ金具62による野縁部材２，39，40と野縁受部材９との連結が解除される
ことを防止する連結金具である。
【００５９】
　連結金具65は、金属製の板部材を折り曲げたものであり、上面部66と、上面部66の対向
する一対の片より下方に延設された前面部67と後面部68とを備えた下方を開放したコ型の
被覆部69と、前面部67の下端を前方へ延設した一方の延設部70に設けた第１の連結金具側
係止部71と、後面部68の下端を後方へ延設した他方の延設部72に設けた第２の連結金具側
係止部73とを備えている。
【００６０】
　被覆部69の上面部には、連結金具側雌螺子部74を設けるとともに、前面部67及び後面部
68にはそれぞれビス留め用の貫通部75を備えている。
【００６１】
　尚、連結金具側雌螺子部74は、バーリング加工により円筒状のフランジ部74Ａを形成し
、フランジ部74Ａの内面に螺子溝を設けたものであり、フランジ部74Ａは図１４に示すよ
うに上向きに突設していても、図２０に示すように下向きに突設していてもよいものとす
る。
【００６２】
　第１の連結金具側係止部71は、野縁部材２，39，40の野縁側溝部５，43，46に挿入可能
な一対の第１の連結金具側立ち上げ部76に対して、各第１の連結金具側立ち上げ部76の先
端を互いの距離が離れるよう外側に折り曲げて断面略Ｊ型に形成し、野縁側縁部44,47の
内面に長手方向（図中、Ｘ方向）に沿って係合可能に設けられ、野縁部材２，39，40を野
縁側溝部５，43，46に沿ってスライド自在に保持可能に設けられている。
【００６３】
　第２の連結金具側係止部73は、野縁部材２，39，40の野縁側溝部５，43，46に挿入可能
な一対の第２の連結金具側立ち上げ部79に対して、各第２の連結金具側立ち上げ部79の先
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端を互いの距離が離れるよう外側に折り曲げて断面略Ｊ型に形成し、野縁側縁部44,47の
内面に長手方向（図中、Ｘ方向）に沿って係合可能に設けられ、野縁部材２，39，40を野
縁側溝部５，43，46に沿ってスライド自在に保持可能に設けられている。
【００６４】
　尚、第１の連結金具側係止部71と第２の連結金具側係止部73はともに、被覆部69から所
定間隔Ｌを空けて一方の延設部70と他方の延設部72に設けられたものである。
【００６５】
　尚、第１の連結金具側係止部71及び第２の連結金具側係止部73については、図２１及び
図２２に示すように被覆部69から直接一方の延設部70と他方の延設部72を設けたものでも
よいものとする。
【００６６】
　また、連結金具65としては、第１の野縁部材39及び第２の野縁部材40の第１の野縁側溝
部43及び第２の野縁側溝部46にそれぞれに係止可能なように、図１４～図１６に示すよう
に被覆部69、一方の延設部70及び他方の延設部72の幅寸法を第１の野縁側溝部43に対応さ
せて幅狭に形成した幅狭型と、図１７～図１９に示すように被覆部69、一方の延設部70及
び他方の延設部72の幅寸法を第２の野縁側溝部46に対応させて幅広に形成した幅広型とを
それぞれ用意している。
【００６７】
　次に、上記構成についてその作用効果を説明する。最初に、天井落下防止具11を既設の
天井面４に設置する方法について説明する。予め、天井仕上材３の所定箇所に第１の貫通
部14を形成しておく。尚、天井仕上材３に形成される第１の貫通部14の数は、天井仕上材
３や、天井仕上材３とともに天井を構成する野縁部材２や野縁受部材９等の天井下地材や
、所望により用いられる断熱材、吸音材、放射線を遮蔽する鉛板等の遮蔽材等の各種機能
性材料等による天井の重量に応じて変更可能とし、天井の重量が重い場合は、天井面４を
保持する天井落下防止具11の数を増加するために、図７に示すように天井落下防止具11を
天井仕上材３に複数設置して対応する。
【００６８】
　次に、図８に示すように天井裏Ｃから天井仕上材３の第１の貫通部14を介して、室内Ｒ
の床面に予め枠部13と受け部27が連結部15に固定された状態で用意された天井落下防止具
11へワイヤー部材Ｗを下ろして、そのワイヤー部材Ｗを天井落下防止具11の連結部15の一
方の紐通し部26に接続する。
【００６９】
　天井落下防止具11に接続されたワイヤー部材Ｗを引き上げていき、天井落下防止具11を
天井面４まで上昇させる。
【００７０】
　さらに、網部12が天井仕上材３の下面に当接するまでワイヤー部材Ｗを引き上げて、連
結部15の一方を天井仕上材３の第１の貫通部14及び横杆部材32の第２の貫通部33に挿通さ
せて、連結部15の第１の雄螺子部23に第３のナット34を螺合させて、連結部15の一方を天
井仕上材３に固定する。
【００７１】
　ここで、連結部15の一方を天井仕上材３に固定する際に、位置決め部25を介して、枠部
13の向きを天井仕上材３の繋ぎ目や、他の天井落下防止具11の枠部13の向きと揃えて設置
される。
【００７２】
　続いて、ワイヤー部材Ｗを紐通し部26から外して、連結部15の一方を連結杆部材60の貫
通孔61に挿通させた状態で、野縁部材２間に連結杆部材60を架設させる。
【００７３】
　連結杆部材60の貫通孔61に挿通された状態の連結部15の第１の雄螺子部23に、第４のナ
ット60Ａを螺合されて、連結部15は連結杆部材60に固定されるとともに、連結部15の第１
の雄螺子部23に天井側連結部材35が螺合される。
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【００７４】
　また、天井側連結部材35の環状部38は、ワイヤー部材等の図示しない連結手段を介して
、天井スラブ６に取り付けられた図示しない取付金具や、その他の図示しない天井裏Ｃの
天井下地材や天井補強材等の構造体等に接続される。
【００７５】
　さらに、野縁部材２上の連結杆部材60は、野縁部材２に取り付けられた野縁取付金具41
上に載置された状態で、貫通孔61を介して野縁用連結部材56の雄螺子部58によって野縁取
付金具41に固定される。さらに、野縁用連結部材56の環状部59は、野縁受部材９に接続さ
れる。
【００７６】
　次に、天井落下防止具11を新設の天井面４に設置する方法について説明する。
【００７７】
　最初に、図９に示すように天井落下防止具11を予め網部12、枠部13、連結部15、および
受け部27とに分解しておき、連結部15を天井仕上材３の第１の貫通部14に挿通し、天井仕
上材３の下方に第２の雄螺子部24を出した状態で天井仕上材３に固定しておく。ここで、
連結部15の第１の雄螺子部23には天井側連結部材35が装着されて、天井側連結部材35の環
状部38は図示しない連結手段を介して、天井スラブ６に取り付けられた図示しない取付金
具や、その他の図示しない天井裏Ｃの天井下地材や天井補強材等の構造体等に接続される
。
【００７８】
　続いて、連結部15の第２の雄螺子部24に第１のナット30を螺合させて、第２の雄螺子部
24に網部12、枠部13、受け部27の順に設置し、枠部13の向きを天井仕上材３の繋ぎ目や、
他の天井落下防止具11の枠部13の向きと揃えられた後、第２の雄螺子部24に第２のナット
31を螺合する。
【００７９】
　上記の通り、天井面４の下方に天井落下防止具11を設置したことにより、野縁部材２か
ら脱落した天井仕上材３は、天井裏Ｃ側に固定された天井落下防止具11の網部12に当接保
持されるため、野縁部材２から脱落した天井仕上材３が床面まで落下することを防止する
。天井仕上材３とともに落下する野縁部材２や野縁受部材９等の天井裏Ｃの構造体も天井
落下防止具11に保持された天井仕上材３によって床面まで落下することを防止される。
【００８０】
　連結金具65の使用方法としては、野縁部材２と野縁受部材９とを連結しているクリップ
金具62に対して、連結金具65を上方から被覆していき、被覆部69で野縁受側係止部63を被
覆するとともに、第１の連結金具側係止部71と第２の連結金具側係止部73を野縁側縁部44
,47に係合させる。
【００８１】
　続いて、ボルトＢを連結金具65の連結金具側雌螺子部74に螺合し、ボルトＢの軸部分の
先端が野縁受側係止部63の上部に当接した状態から、さらにボルトＢを取付方向に回転さ
せて、連結金具65をクリップ金具62に対して相対的に上昇させると、第１の連結金具側係
止部71及び第２の連結金具側係止部73と野縁側縁部44,47との係合状態が強固なものとな
る。その後、ビス留め用の貫通部75を介して、ピアスビス（図示せず）を連結金具65に打
ち込んで、連結金具65をクリップ金具62及び野縁受部材９に固定する。このように連結部
材65を用いることで、従来周知のクリップを用いた野縁部材と野縁受部材との接続箇所に
おいても、野縁部材と野縁受部材との接続を強固なものとして、野縁部材が野縁受部材か
ら離脱することを防止することができる。
【００８２】
　ここで、第１の連結金具側係止部71と第２の連結金具側係止部73がともに、被覆部69か
ら所定間隔Ｌを空けて一方の延設部70と他方の延設部72に設けられたことにより、クリッ
プ金具62の野縁側係止部64と野縁側縁部44,47とが係合しているために、野縁側溝部５が
弾性的に広がり難い被覆部69付近をさけて、第１の連結金具側係止部71と第２の連結金具
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側係止部73を野縁側縁部44,47を係合させるため、連結金具65を野縁部材２に容易に取り
付けることを可能としている。
【００８３】
　また、図２３に示す連結金具用連結部材65Ａは、吊りボルト７用の落下防止金具や野縁
受部材９等と連結金具65とを連結するものであり、ワイヤーロープからなる連結部材本体
65Ｂと、連結部材本体65Ｂの一端に備え連結金具側雌螺子部74に螺着可能なボルトからな
る雄螺子部65Ｃと、連結部材本体65Ｂの他端に備えた環状部65Ｄとを備えている。
【００８４】
　連結金具側雌螺子部74に、環状部65Ｄがワイヤー係合用穴や野縁受部材９等にくくり付
けられて係止された連結金具用連結部材65Ａの雄螺子部65Ｃを螺着して、連結金具65を介
して各野縁部材２，39，40と吊りボルト７用の落下防止金具や野縁受部材９等とを連結し
ている。これによって、地震等の揺れによってハンガー１１や取付金具が破損して、格子
体10ごと天井仕上材３が天井から離脱したり、野縁部材２，39，40が野縁受部材９から離
脱しても、天井仕上材３の落下を防止することができる。
【００８５】
　また、図２４及び図２５に示すように、連結金具65の上面部66とクリップ金具62の上面
部との間に、スポンジやゴム等の弾性部材65Ｅを配置することにより、弾性部材65Ｅの弾
性復元力により連結金具65をクリップ金具62に対して相対的に上昇させると、第１の連結
金具側係止部71及び第２の連結金具側係止部73と野縁側縁部44,47との係合状態が強固な
ものとなり、野縁取付金具12のガタつきを防止することができる。ここで、弾性部材65Ｅ
の上下方向の寸法は連結金具65の上面部66とクリップ金具62の上面部との間の間隔より大
きいことが好ましい。また、弾性部材65Ｅを用いる場合は、ボルトＢを用いず弾性部材65
Ｅ単独での使用も可能である。
【００８６】
　尚、本実施例の連結金具65は、クリップ金具62を用いずに連結金具65単独で野縁部材２
，39，40と野縁受部材９とを連結することも可能であり、新設の天井構造などにおいては
施工コストの軽減を図ることができる。
【００８７】
　また、図２６及び図２７に示すように連結金具65の別の実施形態として、連結金具65の
一方の延設部70及び他方の延設部72には、Ｘ方向外側にそれぞれ延設した突設部65Ｆを備
えている。この突設部65Ｆの両端を下向きに折り曲げて形成された固定部65Ｇを備えてい
る。固定部65Ｇには螺子部材65Ｈが挿通可能な取付孔65Ｌが形成されていてもよいものと
する。そして、図２８及び図２９に示すように螺子部材65Ｈを介して固定部65Ｇと野縁部
材２，39，40の側面部とが固定されることで、連結金具65と野縁部材２，39，40は強固に
固定される。このように、各野縁部材２，39，40と連結金具65との固定を強固なものとす
ることで、各野縁部材２，39，40が傾斜して設置された斜め天井などにおいて連結金具65
が野縁側溝部に沿って滑ることを防止する。また、天井仕上材３やその他の設備等の重量
により天井の重量が大きい場合においても、連結金具用連結部材65Ａを介して各野縁部材
２，39，40を吊下げ保持する際に連結金具65にかかる荷重に対応して連結金具65が各野縁
部材２，39，40から離脱することを防止して、各野縁部材２，39，40の落下を防ぐことが
できる。さらに、天井スラブと天井仕上材３との間に様々な設備が存在して、これら設備
や吊りボルト７等が障害となり各野縁部材２，39，40に取り付ける連結金具65の個数を減
らす場合においても、連結金具用連結部材65Ａを介して各野縁部材２，39，40を吊下げ保
持する際に連結金具65にかかる荷重に対応して連結金具65が各野縁部材２，39，40から離
脱することを防止して、各野縁部材２，39，40の落下を防ぐことができる。
【００８８】
　野縁取付金具41を第１の野縁部材39に取り付ける場合は、第１の立ち上げ部52を第１の
野縁部材39の第１の野縁側溝部43に挿入して、第１の係止部53を第１の野縁側縁部44の内
面に第１の野縁部材39の長手方向（図中、Ｘ方向）に沿って係合させて、第１の野縁部材
39を第１の野縁側溝部43に沿ってスライド自在に保持する。
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【００８９】
　また、野縁取付金具41を第２の野縁部材40に取り付ける場合は、第２の立ち上げ部54を
第２の野縁部材40の第２の野縁側溝部46に挿入して、第２の係止部55を第２の野縁側縁部
47の内面に第２の野縁部材40の長手方向（図中、Ｘ方向）に沿って係合させて、第２の野
縁部材40を第２の野縁側溝部46に沿ってスライド自在に保持する。
【００９０】
　そして、第１の野縁部材39又は第２の野縁部材40に取り付けられた野縁取付金具41の雌
螺子部49に、環状部38がワイヤー係合用穴や野縁受部材９等にくくり付けられて係止され
た野縁用連結部材56の雄螺子部58を螺着して、野縁取付金具41を介して各野縁部材２，39
，40と吊りボルト７用の落下防止金具や野縁受部材９等とを連結している。これによって
、地震等の揺れによってハンガー８や取付金具が破損して、格子体10ごと天井仕上材３が
天井から離脱したり、野縁部材２，39，40が野縁受部材９から離脱しても、天井仕上材３
の落下を防止することができる。
【００９１】
　以上のように本実施例は、複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置さ
れた網部12と、前記網部12を保持する枠部13と、前記天井仕上材３に形成された貫通部と
しての第１の貫通部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記枠部
13に固定される連結部15とを備えたことにより、網部12によって天井面４を下方から保持
して天井面４の落下を防止するとともに、既設の天井面に対して足場を組むことなく、新
設及び既設に関わらず天井面４への設置が容易で、外観に優れた天井落下防止具11を提供
することができる。
【００９２】
　また、前記網部12は、前記天井仕上材３に複数設置可能な形状を有するものとすること
により、天井仕上材３や、天井仕上材３とともに天井を構成する野縁部材２や野縁受部材
９等の天井下地材や、所望により用いられる断熱材、吸音材、放射線を遮蔽する鉛板等の
遮蔽材等の各種機能性材料等による天井の重量に応じて天井面４に設置する天井落下防止
具11の数を変更して、天井の重量に応じた適正な落下防止構造を構築することができる。
【００９３】
　さらに、前記連結部15の前記他方に雄螺子部として第２の雄螺子部24を設けるとともに
、前記枠部13を保持する受け部27を備え、前記連結部15の前記他方を前記受け部27に設け
た取付孔28に挿通した状態で、前記第２の雄螺子部24にナットとして第１のナット30を螺
合することにより、前記枠部13と前記連結部15とを固定するものとしたことにより、枠部
13と連結部15を第２の雄螺子部24及び第１のナット30によって固定することで、枠部13と
連結部15を着脱可能な構成とし、既設の天井面４に対して本発明の天井落下防止具11を後
付けする場合に、予め連結部15を天井仕上材３に設置しておき、その後天井面４の下方に
て連結部15と枠部13を固定することが可能となり、作業性が向上する。
【００９４】
　また、前記連結部15の前記一方に前記枠部13の向きに対応する位置決め部25を備えたこ
とにより、位置決め部25によって天井裏Ｃ側から天井面４下方にある枠部13の向きを把握
することで、複数の天井落下防止具11を設置する場合に各枠部13の向きを揃える作業を容
易にし、天井面４の外観を損なうことを防止できる。
【００９５】
　さらに、前記連結部15の前記一方に紐部材としてのワイヤー部材Ｗを挿通可能な紐通し
部26を備え、前記紐通し部26に挿通された前記ワイヤー部材Ｗを天井面４の下方から貫通
部としての第１の貫通部14を介して前記天井裏Ｃへ引き上げて、前記天井落下防止具11を
引き上げ可能に備えたことにより、床面から離れた高い天井面４に対する天井落下防止具
11の引き上げ作業を容易にし、作業性が向上する。
【００９６】
　また、前記連結部15の前記一方に雄螺子部としての第１の雄螺子部23を備えるとともに
、前記第１の雄螺子部23に雌螺子部37を備えた天井側連結部材35を装着し、前記天井側連
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結部材35に備えた環状部38を図示しない連結手段を介して前記天井裏Ｃに固定したことに
より、天井落下防止具11の天井裏Ｃへの固定を容易にすることができる。
【００９７】
　さらに、前記網部12は、前記枠部13に載置可能な網部側枠部材16に網部材17を張設した
ものとすることにより、網部12と枠部13が別体のため、網部12の交換が容易となる。
【００９８】
　また、複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置された網部12と、前記
網部12を保持する枠部13と、前記天井仕上材３に形成された貫通部としての第１の貫通部
14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記枠部13に固定される連結
部15とを備えた天井落下防止具11を用いて前記天井面４の落下を防止する天井落下防止工
法であって、前記連結部15の前記一方に、紐部材としてのワイヤー部材Ｗを挿通可能な紐
通し部26を備え、前記紐通し部26に挿通された前記ワイヤー部材Ｗを、前記天井面４の下
方から前記第１の貫通部14を介して前記天井裏Ｃへ引き上げて、床面に設置された前記天
井落下防止具11を引き上げた後、前記連結部15の一方を前記天井裏Ｃに固定することによ
り、網部12によって天井面４を下方から保持して天井面４の落下を防止するとともに、既
設の天井面４に対して足場を組むことなく、天井裏Ｃからの作業により、既設の天井面４
への設置が容易で、外観に優れた天井落下防止具11を提供することができる。
【００９９】
　さらに、複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置された網部12と、前
記網部12を保持する枠部13と、前記天井仕上材３に形成された貫通部としての第１の貫通
部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記枠部13に固定される連
結部15とを備えた天井落下防止具11を用いて前記天井面４の落下を防止する天井落下防止
工法であって、前記連結部15の一方が前記天井裏Ｃに固定されて、前記貫通部から前記天
井面４の下方に露出した前記連結部15の他方に、前記天井面４の下方から前記網部12とと
もに前記枠部13を固定したことにより、網部12によって天井面４を下方から保持して天井
面４の落下を防止するとともに、新築の建築物の天井面４への設置が容易で、外観に優れ
た天井落下防止具11を提供することができる。
【実施例２】
【０１００】
　次に図３０は実施例２を示しており、前記実施例１と同一部分には同一符号を付し、そ
の詳細な説明を省略する。本実施例では、連結部15の他方の先端部に連結部15の径方向に
貫通して形成された貫通部に割りピン81を挿通させて、第１のナット30が連結部15から脱
落するのを防止するとともに、連結部15の他方の受け部27の底面部より下方に露出した部
分にカップ状のカバー部材82を装着して、第１のナット30の脱落を防止するとともに、連
結部15を外部から隠匿して天井落下防止具11の外観を向上させる。
【実施例３】
【０１０１】
　次に図３１は、本発明の第３実施例を示すものである。同図において、図１～図３０と
同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。本実施例では
実施例１に記載の支持部材21を第１の支持部材とし、本実施例の網部12は、第１の支持部
材21と、複数の第１の支持部材21間において、枠部側枠部材19の中心部分から放射状に設
置されて、枠部側枠部材19、枠部側連結部材20及び中間枠部材22を連結する金属製の複数
の直線状の線材とからなる第２の支持部材83とからなる。
【０１０２】
　以上のように本実施例では、網部12は、枠部13に網状に架設された複数の線材からなる
第１の支持部材21と第２の支持部材83からなることにより、網部12と枠部13が一体のため
、天井落下防止具11の取付作業が容易となる。
【実施例４】
【０１０３】
　次に図３２は、本発明の第４実施例を示すものである。同図において、図１～図３１と
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同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。本実施例の網
部12は、枠部側枠部材19、支持部材21、中間枠部材22、線材からなる枠部13に直接張設さ
れた網部材84とする。
【０１０４】
　以上のように、網部12は、前記枠部13に張設された網部材84からなるものとすることに
より、網部12と枠部13が一体のため、天井落下防止具11の取付作業が容易となる。
【実施例５】
【０１０５】
　次に図３３及び図３４は、本発明の第５実施例を示すものである。同図において、図１
～図３２と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。本
実施例では、枠部側枠部材19、支持部材21、中間枠部材22、第２の支持部材83、網部側枠
部材16やこれ以外の線材の表面を、線材用吸音材85によって被覆するとともに、この線材
用吸音材85の表面をカバー部材86によって被覆している。また、受け部27の底面部に複数
の貫通部87を形成するとともに、受け部27に受け部用吸音材88を内蔵させている。
【０１０６】
　本実施例の各吸音材85，88としては、ポリウレタンフォーム、ゴム・ゴムスポンジ、ポ
リエチレンフォーム、気泡緩衝材、フェルト、コルク等などが挙げられるが、これら以外
に吸音性を有する素材であれば適宜変更可能である。
【０１０７】
　また、カバー部材86としては、網材、不織布、メッシュ材が挙げられるが、柔軟性を有
して、外部からの音を吸音材に通す素材であれば適宜変更可能である。
【０１０８】
　以上のように、枠部13の表面を線材用吸音材85によって被覆したことにより、枠部13に
よって天井面４付近の音が反射することを防止して、音響性能に優れた施設において、そ
の音響性能を損うことなく、天井面４の落下を防止することができる。
【０１０９】
　また、前記線材用吸音材85の表面をカバー部材86によって被覆したことにより、枠部13
表面の線材用吸音材85の脱落を防止することができる。
【０１１０】
　さらに、前記受け部27に受け部用吸音材88を内蔵するとともに、前記受け部27に前記受
け部用吸音材88と外部とを連通する複数の貫通部87を備えたことにより、受け部27によっ
て天井面４付近の音が反射することを防止して、音響性能に優れた施設においても、その
音響性能を損うことなく、天井面４の落下を防止することができる。
【実施例６】
【０１１１】
　次に図３５～図３９は、本発明の第６実施例を示すものである。同図において、図１～
図３４と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１１２】
　本実施例では、上記各実施例の天井落下防止具11を被覆するカバー部材90について、前
記第１実施例記載の天井落下防止具11を例に説明する。
【０１１３】
　本実施例のカバー部材90は、天面部91Ａ、縦片部91Ｂ及び底面部91Ｃを有する断面略コ
型のフレーム部材を平面視略矩形の環状に形成して、内部に天井落下防止具11の網部12、
枠部13、受け部27が収容可能なカバー側枠部材91と、カバー側枠部材91における対向する
一対の天面部91Ａに架設された金属製の板材からなるカバー側架設部材92と、カバー側枠
部材91の底面部91Ｃ上に載置されて、カバー側枠部材91内部に収容可能なカバー側仕上部
材93とを有している。尚、カバー側仕上部材93は、カバー側枠部材91の平面形状より僅か
に小さな同形状とし、かつカバー側枠部材91下側の底面部91Ｃによって形成された開口部
分より大きく形成されている。よって、カバー側枠部材91内部に収容されたカバー側仕上
部材93は、カバー側枠部材91下側の前記開口部分から露出可能に備えている。
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【０１１４】
　カバー側枠部材91及びカバー側架設部材92は、アルミニウムなどの非鉄金属製とすると
ともに、カバー側仕上部材93をプラスチック、ガラスクロス材、アルミニウム等の非鉄金
属などの軽量素材製の薄板部材として、カバー部材90全体の軽量化を図っている。
【０１１５】
　また、カバー側架設部材92には、天井落下防止具11の連結部15が挿通可能な貫通部とし
てカバー側取付孔94が設けられている。
【０１１６】
　本実施例におけるカバー部材90は、複数の天井落下防止具11を同時に被覆可能に備えて
おり（本実施例では２つの天井落下防止具11を同時に被覆可能）、カバー側枠部材91を複
数の天井落下防止具11を同時に収容可能な大きさの平面形状に形成されるとともに、複数
のカバー側架設部材92をカバー側枠部材91に収容される複数の天井落下防止具11に対応す
る位置にそれぞれ架設している。尚、カバー部材90は、１つの天井落下防止具11のみを被
覆するものとしてもよい。
【０１１７】
　また、隣接するカバー部材90,90間の隙間を隠匿する構造として、カバー側枠部材91の
隣接する２辺の天面部91Ａ又は底面部91Ｃ（図中では天面部91Ａ）を水平外向きに突設し
た突片からなる覆い部95を備え、この覆い部95を隣接するカバー部材90の天面部91Ａ又は
底面部91Ｃと上下方向に重ねて、隣接するカバー部材90,90間の隙間を被覆している。
【０１１８】
　ここで本実施例のカバー部材90に被覆された天井落下防止具11を天井面４に設置する方
法について説明する。図２９に示すように天井裏Ｃから天井仕上材３の第１の貫通部14を
介して、室内Ｒの床面に予め枠部13と受け部27が連結部15に固定された状態で用意された
天井落下防止具11へワイヤー部材Ｗを下ろして、そのワイヤー部材Ｗをカバー部材90に被
覆された天井落下防止具11の連結部15の一方の紐通し部26に接続する。
【０１１９】
　尚、カバー部材90に被覆された天井落下防止具11では、天井落下防止具11の網部12、枠
部13及び受け部27は、カバー部材90のカバー側枠部材91内部に収容されている。また、カ
バー部材90のカバー側仕上部材93は、カバー側枠部材90の底面部91Ｃに載置されている。
さらに、カバー部材90のカバー側取付孔94には連結部15が挿通されている。
【０１２０】
　そして、天井落下防止具11に接続されたワイヤー部材Ｗを引き上げていき、カバー部材
90に被覆された天井落下防止具11を天井面４まで上昇させる。
【０１２１】
　さらに、カバー側枠部材91の天面部91Ａ及びカバー側架設部材92が天井仕上材３の下面
に当接するまでワイヤー部材Ｗを引き上げて、連結部15の一方を天井仕上材３の第１の貫
通部14及び横杆部材32の第２の貫通部33に挿通させて、連結部15の第１の雄螺子部23に第
１のナット30を螺合させて、連結部15の一方を天井仕上材３に固定する。
【０１２２】
　ここで、連結部15の一方を天井仕上材３に固定する際に、位置決め部25を介して、枠部
13の向きを天井仕上材３の繋ぎ目や、他の天井落下防止具11の枠部13の向きと揃えて設置
される。
【０１２３】
　続いて、ワイヤー部材Ｗを紐通し部26から外して、連結部15の一方を連結杆部材60の貫
通孔61に挿通させた状態で、野縁部材２間に連結杆部材60を架設させる。
【０１２４】
　連結杆部材60の貫通孔61に挿通された状態の連結部15の第１の雄螺子部23に、第４のナ
ット60Ａを螺合されて、連結部15は連結杆部材60に固定されるとともに、連結部15の第１
の雄螺子部23に天井側連結部材35が螺合される。
【０１２５】
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　また、天井側連結部材35の環状部38は、ワイヤー部材等の図示しない連結手段を介して
、天井スラブ６に取り付けられた図示しない取付金具や、その他の図示しない天井裏Ｃの
天井下地材や天井補強材等の構造体等に接続される。
【０１２６】
　以上のように、カバー部材90によって天井落下防止具11が被覆されることにより、天井
落下防止具11が天井面４に対して隠匿されるので、天井面４の美観を損なうことなく、天
井面４の落下防止構造を構築することができる。
【０１２７】
　また、隣接するカバー部材90,90間の隙間を覆い部95によって被覆されることにより、
隣接するカバー部材90,90同士の繋ぎ目によって天井面４の美観を損なうことを防止でき
る。さらに、カバー部材90に被覆された天井落下防止具11は、既設の天井面に対して足場
を組むことなく、新設及び既設に関わらず天井面４への設置が容易である。
【０１２８】
　また、カバー部材90は、カバー側枠部91内部に天井落下防止具11の網部12、枠部13、受
け部27を収容するとともに、カバー側架設部材92のカバー側取付孔94に天井落下防止具11
の連結部15を挿通して天井落下防止具11に装着されるため、ビスや螺子部材等を必要とせ
ずカバー部材90の天井落下防止具11への取り付けが容易である。
【０１２９】
　さらに、カバー側仕上部材93は、カバー側枠部材91の底面部91Ｃに載置されて、カバー
側枠部材91内部に収容されているため、ビスや螺子部材等を必要とせずカバー側枠部材91
への設置も容易でカバー側枠部材91から脱落する虞も低減されている。
【実施例７】
【０１３０】
　次に図４０～図４２は、本発明の第７実施例を示すものである。同図において、図１～
図３９と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１３１】
　本実施例の網部材100は、天井仕上材３の下部に互いに平行に配置された複数のレール
部材101間に張設されている。
【０１３２】
　レール部材101は、上面部にレール部材101の長手方向に沿って形成された凹溝部102を
備えるとともに、下面部を平坦に形成されている。
【０１３３】
　凹溝部102の開口縁部分103の間隔Ｐ１は、ボルト104の軸部105の直径以上、かつボルト
104の頭部106の直径未満の大きさに形成されている。また、前記間隔Ｐ１は、断面略コ字
型に形成された型鋼からなる取付金具147の開口側の幅Ｑより小さく形成されている。取
付金具147の閉塞側の面にはバーリング加工による螺子孔148が設けられている。
【０１３４】
　また、凹溝部102の開口縁部分103の一部には、その間隔をボルト104の頭部106の直径以
上の大きさに形成されたボルト取付用開口部107が形成されている。
【０１３５】
　また、凹溝部102内部の幅は、ボルト104の頭部106の直径以上の大きさ、又は取付金具1
47の幅Ｑより大きく形成されているものとする。
【０１３６】
　以上の構成の作用効果について説明すると、図４０に示すように、レール部材101の凹
溝部102に取付金具147を係合させて、取付金具147の螺子孔148に雄螺子部材146を螺合さ
せて、レール部材101に雄螺子部材146を装着する。レール部材101に装着された雄螺子部
材146に網部材140を挿通して、網部材100を雄螺子部材146に取り付ける。
【０１３７】
　このように上部に網部材100が取り付けられ、下部に天井仕上材３が取り付けられたレ
ール部材101において、雄螺子部材146を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通させ
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て、雄螺子部材146に横杆部材32の底面部上方からナット108を螺合させて、雄螺子部材14
6を天井仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【０１３８】
　また、図４１に示すように、ボルト104の頭部106をボルト取付用開口部107から凹溝部1
02内部に入れて、ボルト104の頭部106を凹溝部102の開口縁部分103に係止させて、ボルト
104をレール部材101に装着する。
【０１３９】
　レール部材101に装着されたボルト104の軸部105に網部材100を挿通して、網部材100を
ボルト104に取り付ける。また、レール部材101の下面部には、天井仕上材３がビス108Ａ
等によって取り付けられる。尚、複数の天井落下防止具の下部は、レール部材101によっ
て連結されている。
【０１４０】
　このように上部に網部材100が取り付けられ、下部に天井仕上材３が取り付けられたレ
ール部材101をボルト104の軸部105を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通させて
、ボルト104の軸部105に横杆部材32の底面部上方からナット108を螺合させて、ボルト104
を天井仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【０１４１】
　複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置された網部としての網部材10
0と、前記網部12を保持するレール部材101と、前記天井仕上材３に形成された貫通部とし
ての第１の貫通部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記レール
部材101に固定されるボルト104とを備えたことにより、網部材100によって天井面４を下
方から保持して天井面４の落下を防止するとともに、既設の天井面に対して足場を組むこ
となく、新設及び既設に関わらず天井面４への設置が容易で、外観に優れた天井落下防止
具11を提供することができる。
【０１４２】
　また、網部材100の下方に天井仕上材３を配置して新たな天井面４を構成したことによ
り、室内Ｒ側から見て網部材100及びレール部材101が天井仕上材３によって被覆されて隠
匿されるので、天井面４の美観を損なうことなく、天井面４の落下防止構造を構築するこ
とができる。
【実施例８】
【０１４３】
　次に図４３～図４５は、本発明の第８実施例を示すものである。同図において、図１～
図４２と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１４４】
　本実施例の網部材110は、天井仕上材３の下部に互いに平行に配置された複数のレール
部材111間に張設されている。
【０１４５】
　レール部材111は、上面部にレール部材111の長手方向に沿って形成された上側凹溝部11
2を備えるとともに、下面部にもレール部材111の長手方向に沿って並設された第１の下側
凹溝部113及び第２の下側凹溝部114を備えている。
【０１４６】
　上側凹溝部112、第１の下側凹溝部113および第２の下側凹溝部114の開口縁部分115、11
6、117の間隔Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４は、ボルト118、119、120の軸部121、122、123の直径以上
、かつボルト118、119、120の頭部124、125、126の直径未満の大きさに形成されている。
また、前記間隔Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４は、取付金具147の開口側の幅Ｑより小さく形成されて
いる
  なお、上側凹溝部112の開口縁部分115の一部には、その間隔をボルト118の頭部124の直
径以上の大きさに形成されたボルト取付用開口部（図示せず）が形成されていることが好
ましい。
【０１４７】
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　また、上側凹溝部112、第１の下側凹溝部113および第２の下側凹溝部114内部の幅は、
ボルト118、119、120の頭部124、125、126の直径以上の大きさ、又は取付金具147の幅Ｑ
より大きく形成されているものとする。
【０１４８】
　以上の構成の作用効果について説明すると、図４３に示すように、レール部材111の上
側凹溝部112に取付金具147を係合させて、取付金具147の螺子孔148に雄螺子部材146を螺
合させて、レール部材111に雄螺子部材146を装着する。
【０１４９】
　レール部材111に装着された雄螺子部材146に網部材110を挿通して、網部材110を雄螺子
部材146に取り付ける。また、レール部材111の下面部では、第１の下側凹溝部113および
第２の下側凹溝部114にそれぞれ取付金具147を係合させて、取付金具147の螺子孔148に雄
螺子部材146を螺合させて、レール部材111の下面部にも雄螺子部材146を装着する。雄螺
子部材146・ナット127、128を介して第１の下側凹溝部113および第２の下側凹溝部114に
天井仕上材129が取り付けられる。尚、複数の天井落下防止具の下部は、レール部材141に
よって連結されている。
【０１５０】
　このように上部に網部材110が取り付けられ、下部に天井仕上材129が取り付けられたレ
ール部材111を雄螺子部材146を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通させて、雄螺
子部材146に横杆部材32の底面部上方からナット130を螺合させて、雄螺子部材146を天井
仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【０１５１】
　また、図４４に示すように、ボルト118の頭部124をボルト取付用開口部（図示せず）か
ら上側凹溝部112内部に入れて、ボルト118の頭部124を上側凹溝部112の開口縁部分115に
係止させて、ボルト118をレール部材111に装着する。
【０１５２】
　レール部材111に装着されたボルト118の軸部121に網部材110を挿通して、網部材110を
ボルト118に取り付ける。また、レール部材111の下面部では、ボルト119、120・ナット12
7、128を介して第１の下側凹溝部113および第２の下側凹溝部114に天井仕上材129が取り
付けられる。尚、複数の天井落下防止具の下部は、レール部材141によって連結されてい
る。
【０１５３】
　このように上部に網部材110が取り付けられ、下部に天井仕上材129が取り付けられたレ
ール部材111をボルト118の軸部121を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通させて
、ボルト118の軸部121に横杆部材32の底面部上方からナット130を螺合させて、ボルト118
を天井仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【０１５４】
　複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置された網部としての網部材11
0と、前記網部12を保持するレール部材111と、前記天井仕上材３に形成された貫通部とし
ての第１の貫通部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記レール
部材111に固定されるボルト118とを備えたことにより、網部材110によって天井面４を下
方から保持して天井面４の落下を防止するとともに、既設の天井面に対して足場を組むこ
となく、新設及び既設に関わらず天井面４への設置が容易で、外観に優れた天井落下防止
具11を提供することができる。
【０１５５】
　また、網部材110の下方に天井仕上材129を配置して天井面４を構成したことにより、室
内Ｒ側から見て網部材110及びレール部材111が天井仕上材129によって被覆されて隠匿さ
れるので、天井面４の美観を損なうことなく、天井面４の落下防止構造を構築することが
できる。
【実施例９】
【０１５６】
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　次に図４６及び図４７は、本発明の第９実施例を示すものである。同図において、図１
～図４５と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１５７】
　本実施例の網部材140は、天井仕上材３の下部に互いに平行に配置された複数のレール
部材141間に張設されている。
【０１５８】
　レール部材141は、上面部にレール部材141の長手方向に沿って形成された上側凹溝部14
2を備えるとともに、下面部にもレール部材141の長手方向に沿って形成された下側凹溝部
143を備えている。
【０１５９】
　上側凹溝部142及び下側凹溝部143の開口縁部分144、145の間隔Ｐ４、Ｐ５は、雄螺子部
材146の直径より大きく、且つ断面略コ字型に形成された型鋼からなる取付金具147の開口
側の幅Ｑより小さく形成されている。取付金具147の閉塞側の面にはバーリング加工によ
る螺子孔148が設けられている。
【０１６０】
　レール部材141の下面部の両側には、水平方向に延設されたフランジ部149、150が形成
されている。
【０１６１】
　以上の構成の作用効果について説明すると、レール部材141の上側凹溝部142に取付金具
147を係合させて、取付金具147の螺子孔148に雄螺子部材146を螺合させて、レール部材14
1に雄螺子部材146を装着する。レール部材141に装着された雄螺子部材146に網部材140を
挿通して、網部材140を雄螺子部材146に取り付ける。
【０１６２】
　また、レール部材141のフランジ部149、150では、天井仕上材151がビス152等によって
取り付けられる。尚、複数の天井落下防止具の下部は、レール部材111によって連結され
ている。
【０１６３】
　このように上部に網部材140が取り付けられ、下部に天井仕上材151が取り付けられたレ
ール部材141において、雄螺子部材146を第１の貫通部14および第２の貫通部33に挿通させ
て、雄螺子部材146に横杆部材32の底面部上方からナット153を螺合させて、雄螺子部材14
6を天井仕上材３及び横杆部材32に固定する構造としている。
【０１６４】
　複数の天井仕上材３から構成された天井面４の下方に設置された網部としての網部材14
0と、前記網部12を保持するレール部材141と、前記天井仕上材３に形成された貫通部とし
ての第１の貫通部14に挿通され、一方を天井裏Ｃに固定されると共に、他方を前記レール
部材141に固定される雄螺子部材146とを備えたことにより、網部材140によって天井面４
を下方から保持して天井面４の落下を防止するとともに、既設の天井面に対して足場を組
むことなく、新設及び既設に関わらず天井面４への設置が容易で、外観に優れた天井落下
防止具を提供することができる。
【０１６５】
　また、網部材140の下方に天井仕上材151を配置して新たな天井面４を構成したことによ
り、室内Ｒ側から見て網部材140及びレール部材141が天井仕上材151によって被覆されて
隠匿されるので、天井面４の美観を損なうことなく、天井面４の落下防止構造を構築する
ことができる。
【実施例１０】
【０１６６】
　次に図４８～図５１は、本発明の第１０実施例を示すものである。同図において、図１
～図４７と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１６７】
　本実施例では、前述のレール部材141を用いて、周知のスチール製の板材を折り曲げた
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加工物やアルミニウム製の押出形材等を断面略逆Ｔ字形状としたＴバー等の天井下地材を
格子状に配置した天井構造（実開昭６２－１９４８１４号公報の図１参照）にかわる新た
な天井構造を構築するものである。
【０１６８】
　天井スラブ６からワイヤー部材160を介して吊下げ保持された複数のレール部材141のフ
ランジ部149、150に天井仕上材３が載置されることで、天井仕上材３は複数のレール部材
141間に架設されている。
【０１６９】
　ワイヤー部材160の一方には、取付金具147の螺子孔148に螺合可能な第１のボルト161を
備えるともに、ワイヤー部材160の他方には、天井スラブ６にインサート成形等により設
置された雌螺子部材162に螺合可能な第２のボルト163を備えている。
【０１７０】
　そして、下側凹溝部143に取付金具147を係合させて、取付金具147の螺子孔148に雄螺子
部材146を螺合させて、レール部材141の下面部にも雄螺子部材146を装着する。レール部
材141の下面部に装着された雄螺子部材146にシート部材165を挿通して、シート部材165を
雄螺子部材146・ナット166を介してレール部材141に取り付ける。このようにしてレール
部材141の下面部にシート部材165による膜天井167を敷設するものとする。ここで、シー
ト部材165は、樹脂製又は布製等の材質によって構成されてシート材とする。
【０１７１】
　また、図４９に示すようにフランジ部149、150の下部に天井仕上材３を設置して、ビス
等によってフランジ部149、150と天井仕上材３を固定してもよいものとする。
【０１７２】
　さらに、図５０に示すように、図４９に示す天井構造においても、下側凹溝部143が露
出するように隙間をあけて天井仕上材３をフランジ部149、150の下部にビス等によって固
定して、この露出した下側凹溝部143に取付金具147を係合させて、図４８と同様にレール
部材141の下面部にシート部材165による膜天井167を敷設してもよい。
【０１７３】
　さらに、図５１に示すようにレール部材141に天井仕上材３を設置せずに、下側凹溝部1
43を介してレール部材141の下面部にシート部材165による膜天井167を敷設してもよいも
のとする。
【０１７４】
　以上のように天井下地材にレール部材141を用いることで、レール部材141自体が強度に
優れているため、従来のＴバーを天井下地材として格子状に組んだ天井構造と比較して、
天井下地材を組んだ状態での格子部分の変形も抑えられ、天井仕上材３が天井下地材から
脱落することを抑制することができる。
【０１７５】
　また、図４８、図５０、図５１に示すようにレール部材141の下側凹溝部143に取付金具
147を係合させて、取付金具147に装着された雄螺子部材146・ナット166を介してレール部
材の下面部にシート部材165を取り付けて、膜天井を敷設することで、容易に膜天井を構
築することができる。
【実施例１１】
【０１７６】
　次に図５２～図５８は、本発明の第１１実施例を示すものである。同図において、図１
～図５１と同一部分には同一符号を付し、その共通する部分の詳細な説明は省略する。
【０１７７】
　本実施例では、周知のＴバー等の天井下地材170を格子状に配置した天井構造（実開昭
６２－１９４８１４号公報の図１参照）に天井落下防止具を施工した例を示す。
【０１７８】
　ここで本実施例の天井構造は、天井スラブ６からワイヤー部材171を介して吊下げ保持
されたＴバー等の天井下地材170を格子状に組み付けて、格子状の天井下地材に天井仕上
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材を架設したものである。
【０１７９】
　本実施例のＴバー等の天井下地材170は、スチール製の板材を折り曲げた加工物やアル
ミニウム製の押出形材等を断面略逆Ｔ字形状としたもので、上下方向に延設された縦片部
172と、縦片部172の下部から水平方向に延設されたフランジ状の横片部173とを備えてい
る。
【０１８０】
　縦片部172の上端には二股状に上方に平行に延設された一対の上側突条174、174が上方
で連結して形成された頭部175を備えている。尚、横片部173の上面には、天井仕上材３が
載置される。
【０１８１】
　176は、ワイヤー部材171と天井下地材とを連結する取付金具である。取付金具176は、
螺子孔177を備えた上面部178と、上面部178の後端部から下方へ延設した垂設部179と、垂
設部179の左右両側にその上部が接続された左右一対の係止片180、181からなる把持部182
と、上面部178の前端部にその上部が接続された左右一対の押さえ片183、184からなる押
さえ部185とを備えている。
【０１８２】
　係止片180、181は、その下部を上向きに折り返して形成された鉤状の係止部186、187を
備えている。
【０１８３】
　また、押さえ片183、184は係止片180、181の内側に配置されており、さらに係止片180
、181と押さえ片183、184には係止片180、181と押さえ片183、184を連通する貫通部188、
189、190、191がそれぞれ形成されている。尚、押さえ片183、184間の間隔は天井下地材1
70の頭部175の幅以上に設けられている。
【０１８４】
　このように係止片180、181及び押さえ片183、184は、それぞれの上部が垂設部179及び
上面部178に接続されているため、それぞれの下部を垂設部179及び上面部178を軸として
水平方向に揺動可能に備えている。したがって、係止片180、181及び押さえ片183、184は
、それぞれの下部が外向きに開放しやすい構造となっており、係止片180、181及び押さえ
片183、184を押し開いて取付金具176内に天井下地材170の頭部175を収容しやすくなって
いる。
【０１８５】
　そして、取付金具176内に天井下地材170の頭部175を収容した状態で、各貫通部188、18
9、190、191に挿通したボルト192にナット193を螺着して締結していくと、係止片180、18
1の間隔が狭まり、係止部186、187が上側突条174の下部に係止されるので、天井下地材17
0の頭部175が取付金具176に確実に把持される。
【０１８６】
　また、係止片180、181の上部には、断面矩形状の中空な鋼管からなる横杆部材194が挿
通可能な略矩形状の切欠部195、196が形成されている。尚、横杆部材194には、図示しな
い金具を介してスプリンクラーヘッド等の天井裏Ｃの設備機器（図示せず）が取り付けら
れる。
【０１８７】
　ワイヤー部材171の一方には、取付金具176の螺子孔177に螺合可能な第１のボルト197を
備えるともに、ワイヤー部材171の他方には、天井スラブ６にインサート成形等により設
置された雌螺子部材198に螺合可能な第２のボルト199を備えている。
【０１８８】
　垂設部179には大径孔200が設けられるとともに、小径孔201が設けられており、上面部1
78及び垂設部179には大径孔200と小径孔201を連通する溝202が形成されている。
【０１８９】
　そして、前述のワイヤー部材171とは別な連結手段として、大径孔200より小径かつ小径



(22) JP 2014-185508 A5 2016.8.18

孔201より大径に形成された円盤状の抜け止め部203を一方に備えたワイヤー部材203を備
え、このワイヤー部材203の他方を天井裏Ｃの所定部に固定して、抜け止め部203を大径孔
200に通してワイヤー部材203を溝から小径孔201に通過させて、抜け止め部203を小径孔20
1に係止して、このワイヤー部材203を介して天井下地材170を所定部に吊下げ保持するこ
とも可能である。
【０１９０】
　以上の構成の作用効果について説明すると、ボルト205の頭部をボルト取付用開口部か
ら凹溝部102内部に入れて、ボルト205の頭部を凹溝部102の開口縁部分103に係止させて、
ボルト205をレール部材101に装着する。そして、ボルト205の軸部に網部12、枠部13を装
着して、ボルト205の軸部を天井仕上材３の第１の貫通部14及び横杆部材32の第２の貫通
部33に挿通させて、ボルト205にナット206を螺合させて、ボルト205を天井仕上材３に固
定すると、天井面４の下方に天井落下防止具11が設置される。
【０１９１】
　このように、野縁部材２から脱落した天井仕上材３は、天井裏Ｃ側に固定された天井落
下防止具11の網部12に当接保持されるため、野縁部材２から脱落した天井仕上材３が床面
まで落下することを防止する。天井仕上材３とともに落下する野縁部材２や野縁受部材９
等の天井裏Ｃの構造体も天井落下防止具11に保持された天井仕上材３によって床面まで落
下することを防止される。
【０１９２】
　また、切欠部195、196に横杆部材194を挿通させた状態で、第１のボルト197を螺子孔17
7に螺合させると、第１のボルト197の軸部によって横杆部材194の上面部が押圧される。
これにより、天井下地材170の頭部175が横杆部材194の下面部によって下向きに押圧され
ると、天井下地材170の頭部175が係止部186、187に押し付けられ、天井下地材170の頭部1
75と取付金具176の係止部186、187との係合が強固なものとなる。
【０１９３】
　本発明は上記各実施例に限定されるものではなく、本発明の要旨の範囲内において種々
の変形実施が可能である。例えば、枠部側枠部材19や網部側枠部材16の形状は、円形状に
限らず、三角形や四角形等の多角形状や、星型や、これらの形状を組み合わせたものに適
宜変更可能である。また、各実施例の枠部側枠部材19、支持部材21、中間枠部材22、第２
の支持部材83、網部側枠部材16やこれ以外の線材を鉄等の金属製の線材から形成している
が、食品工場等の衛生的な性能も求められる建築物に対しては、ステンレス製の線材を使
用してもよい。
【符号の説明】
【０１９４】
２，39，40　野縁部材
５，43，46　野縁側溝部（野縁の溝部）
９　野縁受部材
44,47　野縁側縁部
62　クリップ金具（金具）
65　連結金具
65Ｅ　弾性部材
65Ｆ　突設部
65Ｇ　固定部
66　上面部
67　前面部
68　後面部
69　被覆部
71　第１の連結金具側係止部（第１の係止部）
73　第２の連結金具側係止部（第２の係止部）
74　連結金具側雌螺子部（雌螺子部）
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76　第１の連結金具側立ち上げ部（第１の立ち上げ部）
79　第２の連結金具側立ち上げ部（第２の立ち上げ部）
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